
東京証券取引所は先月11日、4月4日に発足す

る「プライム」市場には、現行の東証1部の84%

となる1,841社が上場すると発表した。そして、

「ESG関連でどのように情報開示すべきか知識・

ノウハウがない」、「ESGがどれだけ企業価値に

貢献するか示せない」、「ESG関連の開示基準が

乱立している」などがプライム市場に上場し、そ

れを維持することを意図している企業の懸念事項

上位であるとメディア報道もあった。これらの懸

念事項は、企業経営者やIR責任部署から最近私

たちに寄せられる懸念事項と一致している。今ま

でも本研究員コラムにおいてESG関連の開示に関

して多くの説明を行って来たし、経営者やIR責

任部署の方々にも個別に説明したが、もう少し具

体的な考え方をここで平易に示す必要があると感

じた。今回の読み手はプライム市場に上場維持し

たいが、今までIRについてあまり多くの時間、

人員、コストをかけてこなかった企業、特にESG

関連開示に関して全くアイデアが無いという事業

会社の経営者を想定しており、その内容は昨年何

度かプライム市場上場予定企業の経営者の方々に

対して行った勉強会で「な～んだ、これだったら

出来そうだ！」と勉強会後におっしゃっていただ

いたものなので肩の力を抜いて気軽に読んでいた

だきたい。

市場参加者のルール 5つの前提

1. 企業価値を向上させること、これが、株主が

経営者に求めている原則である。

2. 企業価値とは時価総額に純負債総額を足した

ものである。或いは、将来のキャッシュフ

ローの総和を現在価値に割引いたものであり

これらは一致する。

3. 時価総額は株価と発行済み株式総数の掛け算

求められ、株価は常に正しい。

4. キャッシュフローはEBITDA（利払い前・税

引き前・減価償却前利益：Earnings before

Interest, Taxes, Depreciation and

Amortization）を意味する。

5. 企業価値算定で利用する将来キャッシュフ

ロー総和の割引率が資本コストである。これ

は、期待収益率とも呼ばれることから明らか

なように投資家が企業に投資をして期待する

リターンである。

筆者は学者ではない。従って、この5つの前提

が正しいかどうかの神学論争をするつもりはな

い。サッカーをする際にオフサイドはルールで

ダメであるのと同じレベルの市場参加者のルー

ルとして企業がIRを行う際に認識すべき5つの前

提である。これらはIRの基本であり、「企業経

営者は企業価値を向上させることが求められ、

そのためには株価を上昇させることが重要であ

る。そして、その株価は常に正しく、仮に経営

者が自社の株価が安いと感じるのであれば、そ

れは経営者が持つ企業情報と投資家が知りえる

企業情報に差がある。つまり情報の非対称性を

解消する必要がある。この解消のために必要な

情報に、財務情報と共にESGを含む非財務情報

がある。」という考え方をしっかりと理解して

おくことをお勧めする。

ESG関連開示はなぜ重要なのか

G、つまりガバナンスが重要である点について

はここ20年くらいでかなり理解が進んでいると

捉えられ、GはE（環境）やS（社会）を支える

屋台骨でもある。従って、ここではEとSについ

て念頭に説明したい。環境や社会といった課題
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に対して、企業はリスクと機会という二つの側面

から企業価値への影響を考慮した開示が求められ

る。つまり、環境や社会と言った課題によって企

業価値が毀損する「リスク」と、環境や社会と

いった課題に対して企業がもつ製品やサービスが

貢献しキャッシュフローが増大する「機会」と

いった見方である。気候変動という社会的な課題

の場合、「リスク」は気候変動に伴う社会的な動

き、例えば炭素税の導入や、実際の気候変動が要

因となる洪水による工場浸水等によって企業価値

の毀損することが「リスク」であり、気候変動に

よって取り組みが強化されるであろう省エネル

ギーや省資源によるコスト低減のための製品や

サービスによるキャッシュ創出が「機会」である。

後者の「機会」としての開示は投資家に対するア

ピールにもつながるために比較的多くの企業が前

向きに対応している。一方で、今回のESG関連開

示で求められているポイントは企業価値を毀損す

る「リスク」の側面である。上場企業が開示して

いる有価証券報告書の「事業等のリスク」におい

ても企業の持つリスク情報の開示が求められてい

る。しかし、そこに投資家が本当に必要としてい

る情報があるかどうかが問題である。ここではE

とSの企業価値毀損リスクとして具体的な事象で

理解を深めたい。

まず、E（環境）で最近問題意識が高いのは

TCFD提言もあり気候変動関連開示であろう。気

候変動関連では大きく分けて移行リスクと物理的

リスクの二つに分類される。移行リスクとは、炭

素税の導入や気候変動に絡む規制や法律の改正に

よって企業価値が毀損するリスクである。一方、

物理的リスクとは、企業が受ける気候変動によっ

て生じる物理的な悪影響と考えてもらって間違い

ない。双方どの企業にとっても重要だが、移行リ

スクはコントロールできない外部要因によって決

まるため想定しづらいが、物理的なリスクは企業

が独自に想定できる。ここでは物理的なリスクを

参考事例として考えて見よう。企業が営業を営む

上で、本社機能が必要であり、製造業であれば

生産拠点が必要であり、販売業であれば販売拠

点が必要である。日本は地震国家でもあるので

比較的多くの企業が震災リスクを考慮したBCPで、

本社機能やデータセンターを分散する行為が物

理的リスクへの対応の代表で比較的わかりやす

い。地震以外のリスクとして、自社や自社のサ

プライチェーンの生産拠点や販売拠点がハザー

ドマップにある洪水リスクに瀕している場所は

あるだろうか？もし、存在するのであれば、そ

れらの拠点が昨今増えている大型台風や線状降

水帯の発生によって浸水するリスクによる拠点

の物理的被害額を想定することが求められる。

或いは、生産拠点であればサプライチェーンの

毀損によって発生する売上減などの金額の想定、

そしてそれらを将来的に移転する計画などがあ

るのであればその事例やその投資金額などが正

に投資家が知っておきたいリスクである。

次に、S（社会）には、人権、従業員の健康、

労働環境への配慮、取引先との公正・適切な取

引、人材の多様性確保など、「人」に関するも

のだ。ここでは人材の多様性について事例を見

てみたい。グローバルには人種の多様性に起因

する多様性の議論が多いが、日本企業の場合、

多様性というのは「人権」や「雇用機会均等

法」と言った多様性ありきの制度の中で議論さ

れがちである。しかし、日本企業に投資する際

のグローバルな投資家の視点としては、「日本

では少子化に起因する生産年齢人口減少」から

の労働力不足による企業価値毀損リスクに対処

するための多様性と認識すべきである。それは、

上場企業のみならず、その企業が生産のために

必要としているサプライチェーンにおける人材

不足に対してどのようなリスクがあり、どのよ

うに対処しているのかまで含める必要がある。

例えば、男性社員への依存が高すぎると労働力

不足になる可能性があるため、女性登用は必須

であり、生産技術の伝承のためのシニア社員の
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登用も必須であり、或いは海外オペレーションの

安定化のための外国人幹部社員の登用も必須と

なっている。さらには、サプライチェーンに組み

込まれている中小企業納入業者の事業継承問題に

どのように対応していくのか。これらの問題を企

業毎に具体的に抽出していくことが重要である。

このような自社及び自社のサプライチェーンにお

けるリスクに対する対応、例えば女性社員の定着

率アップのための様々な環境整備及びそれにかか

るコストや、シニア社員活用のための定年の引き

上げなど様々なリスクとそれに対する対応策、加

えてコスト等の議論及び指標設定とそれの開示が

あげられる。

重要なのは大上段に振りかぶった議論ではなく、

より具体的なリスクを全社的に抽出し、その対応

策やかかる時間やコストを併せて議論して開示す

ることが重要である。

コーポレートガバナンス・コードは特殊な要求

か？

金融庁及び日本取引所が事務局を務める「ス

チュワードシップ・コード及びコーポレートガバ

ナンス・コードのフォローアップ会議」からの提

言を踏まえ昨年6月11日に発表された改訂コーポ

レートガバナンス・コード（以下CGC）はメ

ディアでも大きく取り上げられ「人権や気候変動

といった国際的な課題への対応も促す」として

ESGの要素をコーポレート・ガバナンス報告書

（以下、CG報告書）に反映するように求められ

た。改訂されたCGCが求めるESG開示のEとSの

該当部分5点のオリジナルを見てみたい。

 基本原則2

「持続可能な開発目標」（SDGs） が国連サ

ミットで採択され、気候関連財務情報開示タ

スクフォース（TCFD）への賛同機関数が増

加するなど、中長期的な企業価値の向上に向

け、サステナビリティ（ESG要素を含む中長

期的な持続可能性）が重要な経営課題である

との意識が高まっている。こうした中、我

が国企業においては、サステナビリティ課

題への積極的・能動的な対応を一層進めて

いくことが重要である。

 補充原則２－３①

取締役会は、気候変動などの地球環境問題

への配慮、人権の尊重、従業員の健康・労

働環境への配慮や公正・適切な処遇、取引

先との公正・適正な取引、自然災害等への

危機管理など、サステナビリティを巡る課

題への対応は、リスクの減少のみならず収

益機会にもつながる重要な経営課題である

と認識し、中長期 的な企業価値の向上の観

点から、これらの課題に積極的・能動的に

取り組むよう検討を深めるべきである。

 補充原則２－４①

上場会社は、女性・外国人・中途採用者の

管理職への登用等、中核人材の登用等にお

ける多様性の確保についての考え方と自主

的かつ測定可能な目標を示すとともに、そ

の状況を開示すべきである。また、中長期

的な企業価値の向上に向けた人材戦略の重

要性に鑑み、多様性の確保に向けた人材育

成方針と社内環境整備方針をその実施状況

と併せて開示すべきである。

 補充原則３－１③

特に、プライム市場上場会社は、気候変動

に係るリスク及び収益機会が自社の事業活

動や収益等に与える影響について、必要な

データの収集と分析を行い、国際的に確立

された開示の枠組みであるTCFDまたは そ

れと同等の枠組みに基づく開示の質と量の

充実を進めるべきである。

 補充原則４－２②

取締役会は、中長期的な企業価値の向上の

観点から、自社のサステナビリティを巡る

取組みについて 基本的な方針を策定すべき

である。また、人的資本・知的財産への投

資等の重要性に鑑み、これらをはじめとす

る経営資源の配分や、事業ポートフォリオ

に関する戦略の実行が、企業の持続的な成

長に資するよう、実効的に監督を行うべき

である。（下線は筆者注）

このように見てみると、CGCで求めている

ESG関連開示は特殊なものではないことが
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分かるであろう。

下記はIPCC第5次評価報告書とEDMC/エネル

ギー・経済統計要覧2021年度の資料だが、ここ

にあるように温室効果ガスの排出量に占めるガス

別内訳で、普通の事業会社がコントロールできる

のは二酸化炭素排出量であり、その内の化石燃料

由来は全体の65％である。そして、日本の二酸

化炭素排出量は全世界の3.2％であり、且つ、

一人当たりでも8.5トンとなっている。これを見

ると、日本人或いは日本企業がどれだけ真剣に

対応してもその影響度合いはそれほど大きくな

い。もちろん、だからと言って日本人や日本企

業は今後の気候変動における意識を高めていく

必要が無いということではなく、企業及び日本

人として地球の持続性を念頭に行動することは

当然のことである。
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しかし、このような考え方で見てみると気候変

動関連開示はTCFD提言が念頭に置いた「4つの

産業・業種」以外の多くの日本企業にとって大

きな負担をかける必要がないことがわかるであ

ろう。逆に、気候変動における自社の影響度合

いがそれほど大きくない企業が、気候変動のた

めに過大な負荷がかかる開示を行うこと、それ

自体が企業価値毀損のリスクでもある。これら

の過度な負担を回避する上でも非財務情報開示

の標準化が今後極めて重要になる事は言うまで

もないだろう。

非財務情報開示標準化の重要性

非財務情報は財務情報のように開示要件が決まって

いない。そこで企業が自社独自の非財務情報を開示

（例えば女性社員比率）しているが、これではその開

示情報がどの程度重要なのか分からないし、競合他社

と相対的に評価することが難しい。このような現状を

打破する上で「一貫して有用、且つ横比較可能」な定

量的な数値や定性的な説明を決めようとする動きが非

財務情報開示の標準化である。 TCFD提言に基づいた

開示も標準化の一環である。昨年11月3日、COP26にお

いて、IFRS財団評議員会は、新しい国際サステナビリ

ティ基準委員会（International Sustainability 

Standard Board 以下ISSB）の設立を発表した。
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ISSBは、投資家の情報ニーズを満たすために、

高品質なサステナビリティ開示基準の包括的なグ

ローバルベースラインを公益のために開発するこ

とを目的にしている。一貫して有用で比較可能な

非財務情報の標準化のために大きく動き出し、

IFRS財団が関係することによって今後非財務情

報の監査まで行うことが前提となっている。この

発表の際に「気候関連開示のプロトタイプ

（Climate Prototype）」及び「サステナビリ

ティ関連財務情報の開示に関する一般要求事項

（General Requirements Prototype）」が公表

された。この「気候関連開示のプロトタイプ

（Climate Prototype）」はESにおける開示必要

事項でも気候変動が喫緊の課題であるとの認識か

ら先行して公開されており、このプロトタイプの

主たる特徴として「IFRSサステナビリティ開示

基準SX気候関連開示案（以下IFRS SX案）」は、

TCFDの提言を取り入れ、 2020年12月に気候関

連財務開示基準のプロトタイプとして公表された

国際的サステナビリティ団体の枠組みや基準の関

連要素を出発点としている。「IFRS SX案」の付

録として示された「業界開示要件（Appendix

B）」は、SASBスタンダードから派生したもの

であり、SASBスタンダードの11セクター77業

種における気候変動関連開示部分を踏襲している

（ISSBのAppendix Bでは11セクター70業種に

なっている）。GRIスタンダード、TCFD提言、

CDSB、SASBスタンダード等ある意味乱立した

非財務情報開示の標準化の流れは、これらを統合

し最終的には監査レベルまで持っていくことを前

提としている今回のISSBによる標準化に収斂す

ると考えられる。

おわりに

最後に筆者の言いたいことをもう一度整理して

みたい。まず、気候変動関連への各企業の個別の

対応は昨今の「過去最大クラスの」台風や大雨、

或いは酷暑を経験すると、必ず必要であると

言える。ただ、明らかに過大な負荷を気候変動

開示にかける事は逆に将来のキャッシュフロー

を 減 少 さ せ 、 企 業 価 値 毀 損 に 繋 が る 。

一方で、現在の企業価値増大のため、人員を

絞って、絞って、極限まで絞って販管費を落と

しているような企業は、ある意味効率の良い企

業経営を行っているが、そこから出ている

キャッシュフローは持続的であるのかといった

視点での検証も必要である。例えば、日本でも

金融庁管轄下の金融機関では、最低一週間、で

きれば二週間の連続休暇取得が励行されている。

これには金融機関特有の事情である不正行為発

見が一つの理由であるが、もう一つの大きな理

由として社会の公器である決済機能を維持する

必要のある銀行ではいかなる事情においてもシ

ステムが回るように、人員のバックアップが

きっちりできているかを確認するためでもある。

海外の金融機関では当局の指示の下、突然社員

を指定して2週間所属先銀行と一切の連絡を絶つ

ような指示を行っている国もある。このような

様々な負荷を検討し、持続的な企業活動が途切

れることによって企業価値を大きく毀損するよ

う な リ ス ク を 明 ら か に す る 必 要 が あ る 。

従って、気候変動のみならず、企業が持続的

成長に支障のあると考えられるリスクを様々な

視点から特定・認識する必要がある。そのため

に企業が取締役会などで「どのようにこの問題

を扱うかをまず議論」していただきたい。最初

から最終形を目指さなくても良い。なぜならば、

今まで取締役会などで議論されなかったのは、

今まで顕在化したことがなかったリスクだから

であろう。しかし、今後は「一定の産業におけ

る標準化された評価基準の中で指摘されている

マテリアルな事象」*（注）、を参考にしながら、

企業価値を毀損するリスクと思われる事象があ

るかないかを検討する委員会を取締役会直下で

取締役も入れて作ることをお勧めする。そして、

その委員会で具体的に議論をしてほしい 。
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例えば、今後のエネルギー消費量を削減すること

も大きな温室効果ガス削減の手段である。大上段

に振りかぶった理想論で議論する必要はない。議

論で重要なことは、より具体的に、オフィスや工

場、拠点の照明が蛍光灯や電球を使用している場

合はLEDに変更することによって電力消費量削減

を検討したり、或いは太陽光発電システムを導入

したりと具体的な対応を議論して、それらをいつ

までにどれくらいのコストを使って行うのか等を

戦略として開示することが重要である。

投資家はまず企業がきっちりとリスクを特定し

認識しているかを知りたい。そしてそのリスクに

対する対処方法や想定影響度合い、或いはそれら

リスクを回避するために必要な投資金額等を知り

たがっている。まずは、ガバナンスや戦略的対応

をより具体的に検討し、その上で、それら戦略を

管理する部署を決定し、具体的にどの程度エネル

ギー消費量を削減するのか等の議論を開始し、そ

れらを具体的に開示すれば良い。日本企業は何に

対しても真摯に真面目過ぎるほどの対応をしよう

とするのではないか。もう少し肩の力を抜いて、

何が将来自社のキャッシュフローを毀損するリ

スクとなるか（それらをマテリアリティと呼

ぶ）を具体的に出来る範囲で検討することを全

社的に考えて見てはどうだろうか。誤解しては

いけない点は、投資家は将来キャッシュフロー

が増加する企業発掘によってリターンを得るこ

とを望んでおり、決して過大な負荷のかかる開

示コストによるキャッシュのアウトフローを望

んでいるのではないということである。

*注：本項「非財務情報開示標準化の重要性」で

紹介したIFRS財団が設立した国際サステナビリ

ティ基準委員会（ISSB）が公表した「業界別開

示要件（Appendix B）」等が産業別に標準化し

たマテリアルな事象である。次ページよりこの

「業界別開示要件（Appendix B）」の仮訳を添

付するので各企業で参照していただきたい。但

し、ここで添付した仮訳はディスクロージャー

＆IR総合研究所において作成した邦訳であり内

容については保証の限りでない。利用される場

合は、下記ウェブサイトのオリジナルを参照さ

れたい。

https://www.ifrs.org/content/dam/ifrs/grou

ps/trwg/trwg-climate-related-disclosures-

prototype.pdf
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業界別開示要件 Appendix B（仮訳）

下記表の見方：

- 一番左の列はその業種におけるトピック

- その次の列はその業種における評価基準

- 右から二番目の列は定量的か定性的説明かの区分

- 一番右は、その単位（定性的な評価基準はN/aとなっている。）

- 赤枠、赤字の注釈は本来SASBスタンダードで求められている事項が、ISSBのプロトタイプでは

空欄となっている部分

1. Consumer goods（消費財）

1 Apparel, Accessories & Footwear（アパレル、アクセサリー、フットウェア）
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2 Appliance Manufacturing（電気器具製造業者）

3 Household & Personal Products（家庭用品、パーソナル・ケア製品）
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4 Building Products & Furnishings（建材・家具）

5 E-Commerce（電子商取引）

6 Multiline and Specialty Retailers & Distributors（小売流通業）
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2. Extractives and minerals processing (1)（抽出鉱物資源加工1）

7 Coal Operations（採炭）

8 Construction Materials（建築材料）
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9 Iron & Steel Producers（製鉄）

10 Metals & Mining（金属・鉱業）
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2. Extractives and minerals processing (2)（抽出鉱物資源加工2）

11 Oil & Gas – Exploration & Production（石油ガス-採掘・生産）

12 Oil & Gas – Exploration & Production（石油ガス-採掘・生産）続き

13 Oil & Gas – Midstream（石油ガス・中流）
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14 Oil & Gas – Refining & Marketing（石油ガス-精製・販売）

15 Oil & Gas – Services（石油ガス-サービス）
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3. Food and beverage (1)（飲食料1）

16 Agricultural Products（農業・農産物）

17 Alcoholic Beverages（アルコール飲料）
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18 Meat, Poultry & Dairy（食肉、鶏肉、乳製品）

19 Meat, Poultry & Dairy（食肉、鶏肉、乳製品）続き
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3. Food and beverage (2)（飲食料2）

20 Non-Alcoholic Beverages（ノンアルコール飲料）

21 Processed Foods（加工食品）
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22 Food Retailers & Distributors（食品小売り・流通）

注：赤線部分の欄は存在するが、空欄となっている。

23 Restaurants（レストラン）

注：赤線部分の欄は存在するが、空欄となっている。
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4. Financials（金融）

24 Asset Management & Custody Activities（投資顧問業・カストディ業務）

25 Commercial Banks（商業銀行）

26 Insurance（保険）
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27 Investment Banking & Brokerage（投資銀行・証券業）

28 Mortgage Finance（モーゲージ・住宅金融）

5. Health care（ヘルスケア）

29 Health Care Delivery（医療介護供給）

30 Health Care Distributors
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31 Managed Care

32 Medical Equipment & Supplies（医療機器製造販売）

33 Drug Retailers（薬局・薬小売）

19



無断で複製・転載したり転送することを禁じます。 Copyright(C) Disclosure＆IR Research Institute LTD. All Rights Reserved. 20

6. Infrastructure (1)（公共インフラ1）

34 Electric Utilities & Power Generators（電力・発電）
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35 Engineering & Construction Services（エンジニアリング・建築サービス）

6. Infrastructure (2) （公共インフラ2）

36 Gas Utilities & Distributors（ガス製造・販売）
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37 Home Builders（住宅建設）
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38 Real Estate（不動産・REIT）

6. Infrastructure (3) （公共インフラ3）

38 Real Estate（不動産・REIT）続き
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39 Real Estate Services（不動産賃貸）

40 Water Utilities & Services（水道事業）
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41 Waste Management（廃棄物管理）

7. Renewable resources and alternative energy (1) （再生可能エネルギー1）

42 Biofuels（バイオ燃料）
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43 Forestry Management（林業）

44 Fuel Cells & Industrial Batteries（燃料電池・工業用バッテリー）

26



無断で複製・転載したり転送することを禁じます。 Copyright(C) Disclosure＆IR Research Institute LTD. All Rights Reserved.

45 Pulp & Paper Products（紙パルプ）

7. Renewable resources and alternative energy (2) （再生可能エネルギー2）

46 Solar Technology & Project Developers（太陽光発電）
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47 Wind Technology & Project Developers（風力発電）

8. Resource transformation（資源加工）

48 Aerospace & Defense（航空・防衛）

28

49 Chemicals（化学）
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50 Containers & Packaging（容器・包装）

51 Electrical & Electronic Equipment（電気・電子機器）
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9. Services（サービス）

30

52 Industrial Machinery & Goods（産業機械・資材）

53 Casinos & Gaming（カジノ・ゲーム）

54 Hotels & Lodging（ホテル・宿泊）

55 Leisure Facilities（レジャー施設）
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10. Technology and communications（テクノロジー・通信）

31

56 Electronic Manufacturing Services & Original Design 
Manufacturing（EMS受託生産・ODM相手先ブランド生産）

57 Internet Media & Services（ネットメディア・サービス）

58 Semiconductors（半導体）



無断で複製・転載したり転送することを禁じます。 Copyright(C) Disclosure＆IR Research Institute LTD. All Rights Reserved. 32

59 Software & IT Services（ソフトウェア開発・ITサービス）

60 Telecommunication Services（通信事業）

61 Hardware（ハードウェア）
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11. Transportation（運輸）

注：赤線部分の欄は存在するが、空欄となっている。
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62 Airlines（航空会社）

63 Air Freight & Logistics（航空貨物・物流）

64 Automobiles（自動車）

エネルギー管理
(1)総消費電力量、(2)系統電力の割合、(3)再生可能エ

ネルギーの割合
定量的 ギガジュール、％

燃費設計
燃費向上および／または排出ガス削減を目的とした製品

からの収益
定量的 金額

65 Auto Parts（自動車部品）
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レンタル日加重平均燃費（地域別） 定量的
Mpg, L/km,

gCO₂/km, km/L

車両利用率 定量的 割合

車両の燃費と利

用率

66 Car Rental & Leasing（レンタカー・リース）

67 Cruise Lines（旅客船）

68 Marine Transportation（海上輸送）

69 Rail Transportation（鉄道輸送）
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Disclaimer

・ 本資料は研究員コラム、「非財務情報開示標準化の重要性」で紹介したIFRS財団が設立した国

際サステナビリティ基準委員会（ISSB）が公表した「業界別開示要件（Appendix B）」等が

産業別に標準化したマテリアルな事象であり、日本語での理解を助ける上のものであり、邦訳

内容を保証するものではない。

・ 参考にされる場合は、下記ウェブサイト等より入手される英語資料をオリジナルとし参照され

たい。

https://www.ifrs.org/content/dam/ifrs/groups/trwg/trwg-climate-related-disclosures-

prototype.pdf

・ 本資料の一部又は全部の無断複製複写、無断転用等はご遠慮ください。

以上

35

注：「業界別開示要件 Appendix B（仮訳）」において「赤字で囲った注」は本要件のベースとなっているSASBス

タンダードでは開示要件となっているが、本要件では空欄になっている部分を表す。

70 Road Transportation（道路輸送）
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